
①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

前年度末残高
（Ａ）

本年度増減額
（Ｂ）

本年度末残高
（Ａ）＋（Ｂ）

（Ｃ）

本年度末
減価償却累計額

（Ｄ）

本年度償却額
（Ｅ）

差引本年度末残高
（Ｃ）－（Ｄ）

（Ｆ）

事業用資産 304,222 27,197 331,419 92,503 5,071 238,916

土地 101,318 21,761 123,079 － － 123,079

立木竹 44 － 44 － － 44

建物 190,582 3,385 193,967 89,119 4,777 104,848

工作物 6,539 607 7,146 3,365 291 3,781

船舶 － － － － － －

浮標等 83 － 83 19 3 64

航空機 － － － － － －

その他 － － － － － －

建設仮勘定 5,657 1,443 7,100 － － 7,100

インフラ資産 4,534,863 △7,287 4,527,575 8,482 718 4,519,093

土地 4,495,966 △7,659 4,488,308 － － 4,488,308

建物 316 － 316 20 10 296

工作物 36,236 765 37,001 8,027 671 28,973

その他 1,089 － 1,089 435 37 655

建設仮勘定 1,255 △394 861 － － 861

物品 2,128 65 2,192 1,454 169 738

4,841,212 19,974 4,861,186 102,440 5,958 4,758,747

区分

合計

全体附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細



②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 48,841 106,103 48,668 9,048 13,291 － 12,966 238,916

土地 28,213 47,895 26,548 5,584 6,605 － 8,233 123,079

立木竹 40 － 1 － 2 － － 44

建物 19,426 50,840 21,865 3,060 5,717 － 3,940 104,848

工作物 1,034 2,132 207 107 92 － 210 3,781

船舶 － － － － － － － －

浮標等 64 － － － － － － 64

航空機 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

建設仮勘定 63 5,236 46 297 875 － 583 7,100

インフラ資産 4,519,033 9 － － 24 － 28 4,519,093

土地 4,488,308 － － － － － － 4,488,308

建物 296 － － － － － － 296

工作物 28,913 9 － － 24 － 28 28,973

その他 655 － － － － － － 655

建設仮勘定 861 － － － － － － 861

物品 143 292 104 16 31 － 152 738

4,568,016 106,405 48,772 9,063 13,346 － 13,146 4,758,747

区分

合計



③投資及び出資金の明細

市場価値のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（Ａ）

資産
（Ｂ）

負債
（C）

純資産額
（Ｂ）-（Ｃ）

（Ｄ）

資本金
（Ｅ）

出資割合（％）
（Ａ）/（Ｅ）

（Ｆ）

実質価額
（Ｄ）×（Ｆ）

（Ｇ）

投資損失引当
金計上額

（H）

（参考）
財産に関する
調書記載額

日本橋プラザ株式会社
株券 550 5,507 1,638 3,869 1,000 55.00% 2,128 － 550

一般財団法人中央区都
市整備公社出捐金 50 372 172 200 － 100.00% 200 － 50

中央区土地開発公社出
資金 10 11 － 11 － 100.00% 11 － 10

公益財団法人中央区勤
労者サービス公社出捐
金

500 596 33 563 － 100.00% 563 － 500

合計 1,110 6,486 1,843 4,643 1,000 － 2,901 － 1,110

市場価値のないもののうち、連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（Ａ）
資産
（Ｂ）

負債
（C）

純資産額
（Ｂ）-（Ｃ）

（Ｄ）

資本金
（Ｅ）

出資割合（％）
（Ａ）/（E）

（Ｆ）

実質価額
（Ｄ）×（Ｆ）

（Ｇ）

強制評価減
（H）

貸借対照表計上額
（A）-（H）

（Ｉ）

（参考）
財産に関する
調書記載額

東京ベイネットワーク株
式会社株券 18 3,454 1,133 2,321 400 1.30% 30 － 18 18

公益財団法人東京しごと
財団出捐金 5 21,174 20,645 529 － 1.01% 5 － 5 5

公益財団法人リバーフロ
ント研究所出捐金 1 1,978 456 1,522 － 0.18% 3 － 1 1

一般財団法人道路管理
センター出捐金 49 3,660 1,868 1,792 － 9.38% 168 － 49 49

公益財団法人暴力団追
放運動推進都民センター
出捐金

15 3,296 4 3,291 － 0.50% 16 － 15 15

地方公共団体金融機構
出資金 7 24,834,865 24,466,761 368,104 － 0.04% 155 － 7 7

合計 95 24,868,427 24,490,867 377,559 400 － 378 － 95 95

※株式会社以外の法人は資本金がないため、「資本金（E）」以外について記載しています。出資割合については、地方自治法施行令第１４０条の７の規定による割合を記載しています。

※東京ベイネットワーク株式会社は、令和2年度に資本金を13億8,570万円から4億円に減資していますが、この減資による出資割合の変動は生じないため、従前どおり1.30%としています。



④基金の明細 （単位：百万円）

財政調整基金 24,762 3,500 － － 28,262 28,262

減債基金 621 － － － 621 621

施設整備基金 9,653 1,800 － － 11,453 11,453

教育施設整備基金 16,698 2,500 － － 19,198 19,198

まちづくり支援基金 3,188 400 － － 3,588 3,588

平和基金 12 － － － 12 12

交通環境改善基金 544 － － － 544 544

森とみどりの基金 324 － － － 324 324

文化振興基金 328 － － － 328 328

ふるさと応援基金 45 － － － 45 45

首都高速道路地下化等
都市基盤整備基金

6,978 500 － － 7,478 7,478

介護保険給付準備基金 1,253 － － － 1,253 1,253

公共料金支払基金 200 － － － 200 200

合計 64,605 8,700 － － 73,305 73,305

合計
(貸借対照表計上額)

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他



⑤貸付金の明細 （単位：百万円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

商工業融資資金貸付金 － － 1,200 － 1,200

住宅修繕等融資資金貸付金 － － 12 － 12

女性福祉資金貸付金 9 － 2 － 11

応急小口資金貸付金 0 － 1 － 1

合計 9 － 1,215 － 1,224

相手先名または種別

長期貸付金 短期貸付金
（参考）

貸付金計



⑥未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

　　女性福祉資金貸付金 16 －

　　応急小口資金等貸付金 17 －

小計 32 －

【未収金】

税等未収金

　　特別区民税 700 136

　　軽自動車税 5 1

　　保険料 799 217

その他の未収金

　　生活保護費返還分 183 17

　　保育料 7 1

　　住宅使用料 107 30

　　駐車場使用料 8 －

　　国庫支出金 897 －

　　その他 29 2

小計 2,735 402

合計 2,767 402



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 30,463 753 21,019 1,653 4,920 － － － － 2,872

　　一般公共事業 － － － － － － － － － －

　　公営住宅建設 － － － － － － － － － －

　　災害復旧 － － － － － － － － － －

　　教育・福祉施設 30,403 753 21,019 1,653 4,860 － － － － 2,872

　　一般単独事業 60 － － － 60 － － － － －

　　その他 － － － － － － － － － －

【特別分】 － － － － － － － － － －

　　臨時財政対策債 － － － － － － － － － －

　　減税補てん債 － － － － － － － － － －

　　退職手当債 － － － － － － － － － －

　　その他 － － － － － － － － － －

合計 30,463 753 21,019 1,653 4,920 － － － － 2,872

※【通常分】は資産形成のための地方債、【特別分】は資産形成以外の地方債をいいます。

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

30,463 30,413 50 － － － － － 0.58%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

30,463 753 840 985 1,404 1,412 10,980 7,182 4,284 2,623

④特定の契約条項が付された地方債の概要

－

※特定の契約条項とは、特定の条件に合致した場合に、支払金利が上昇する場合等をいいます。

－

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

3.0％超
3.5％以下

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

地方債残高 １年以内



⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

徴収不能引当金 440 333 370 － 402

賞与等引当金 620 611 620 － 611

退職手当引当金 8,968 791 1,067 － 8,692

合計 10,028 1,735 2,058 － 9,705

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

市街地再開発事業助成

計

一般被保険者療養給付金

居宅介護サービス等給付費

一般被保険者医療給付費分

広域連合分賦金

私立保育所に対する助成

施設介護サービス等給付費

商工業融資

子育て世帯への臨時特別給付

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金

一般被保険者後期高齢者支援金等分

分担金

その他

計

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

各市街地再開発組合（7地区） 15,882 都市整備

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 支出目的

東京都国民健康保険団体連合会 4,225 介護保険

東京都 3,182 国民健康保険

15,882 -

東京都国民健康保険団体連合会 6,390 国民健康保険

後期高齢者医療

東京都国民健康保険団体連合会 1,676 介護保険

金融機関ほか 1,472 地域産業

私立保育所運営事業者 2,074 児童福祉

東京都後期高齢者医療広域連合 2,767

環境

区民 1,336 児童福祉

区民 1,266 社会福祉

合計 53,123

10,774

37,241

その他の補助金等

東京都 1,056 国民健康保険

東京二十三区清掃一部事務組合ほか 1,023



（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

特別区税 33,450

地方譲与税 393

地方特例交付金 130

特別区交付金 22,489

その他交付金 10,806

保険料 7,645

分担金及び負担金 2,851

寄附金 141

77,906

国庫支出金 34

都支出金 203

計 237

国庫支出金 23,277

都支出金 18,965

計 42,242

42,479

120,385

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

全体

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 118,211 43,344 － 63,847 11,019

有形固定資産等の増加 23,967 260 11,115 12,592 0

貸付金・基金等の増加 6,297 － － 5,827 470

その他 － － － － －

合計 148,475 43,604 11,115 82,266 11,489

※「国県等補助金」の「合計」には、資金収支計算書（国県等補助金収入）の金額を記載している。
※「有形固定資産等の増加」及び「貸付金・基金等の増加」の「その他」財源は、資産売却収入（資産の簿価分を含む）で
　 ある。

（２）財源情報の明細

（単位：百万円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

現金預金 6,189

合計 6,189

４．資金収支計算書の内容に関する明細


